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【公報種別】特許法第１７条の２の規定による補正の掲載
【部門区分】第３部門第２区分
【発行日】平成24年12月6日(2012.12.6)

【公表番号】特表2011-500770(P2011-500770A)
【公表日】平成23年1月6日(2011.1.6)
【年通号数】公開・登録公報2011-001
【出願番号】特願2010-530487(P2010-530487)
【国際特許分類】
   Ｃ０７Ｃ 271/18     (2006.01)
   Ｃ０７Ｃ 275/42     (2006.01)
   Ｃ０７Ｄ 295/18     (2006.01)
   Ａ６１Ｋ  49/04     (2006.01)
【ＦＩ】
   Ｃ０７Ｃ 271/18    ＣＳＰ　
   Ｃ０７Ｃ 275/42    　　　　
   Ｃ０７Ｄ 295/18    　　　Ｚ
   Ａ６１Ｋ  49/04    　　　Ｋ

【手続補正書】
【提出日】平成23年10月7日(2011.10.7)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　次の式（Ｉ）の化合物及びその塩又は光学活性異性体。
　　　Ｒ－Ｙ－Ｘ－Ｚ－Ｒ　　　　　　式（Ｉ）
式中、
Ｘは、１～２の酸素原子又は硫黄原子によって任意に分断されたＣ2～Ｃ6直鎖アルキレン
部分を表し、このアルキレン部分は１～３個の－ＯＲ1基で任意に置換されており、
Ｙ及びＺは独立に、Ｃ1～Ｃ4直鎖又は枝分れアルキル基で任意にＮ置換された尿素基又は
ウレタン基を表し、
Ｒ1は水素原子或いはＣ1～Ｃ4直鎖又は枝分れアルキル基を表し、
各Ｒは独立に同一又は異なるものであって、三ヨウ素化フェニル基、好ましくはさらに２
つのＲ2基で置換された２，４，６－三ヨウ素化フェニル基を表し、ここで各Ｒ2は同一又
は異なるものであって、式（Ｉ）の化合物中の少なくとも１つのＲ2基が親水性部分であ
ることを条件にして水素原子又は非イオン性の親水性部分を表す。
【請求項２】
　Ｘが１又は２個のヒドロキシル基で置換された直鎖Ｃ2～Ｃ5アルキレン鎖を表す、請求
項１記載の化合物。
【請求項３】
　Ｘがエチレン基、プロピレン基、２－ヒドロキシプロピレン基及び２－メチル－２－ヒ
ドロキシプロピレン基のいずれかを表す、請求項１又は請求項２記載の化合物。
【請求項４】
　Ｒ1が水素原子又はメチル基を表す、請求項１乃至請求項３のいずれか１項記載の化合
物。
【請求項５】
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　Ｙ及びＺが式－Ｎ(Ｒ3)－ＣＯ－Ｎ(Ｒ3)－の尿素基及び式－Ｎ(Ｒ3)－ＣＯ－Ｏ－のウ
レタン基で表され、ウレタン基の窒素原子がＲ部分に結合している、請求項１乃至請求項
４のいずれか１項記載の化合物。
【請求項６】
　Ｒ3が水素原子或いはＣ1～Ｃ4直鎖又は枝分れアルキル基を表す、請求項１乃至請求項
５のいずれか１項記載の化合物。
【請求項７】
　各Ｒ2が同一又は異なるものであって、エステル、アミド及びアミン部分を含み、任意
にはさらに直鎖又は枝分れＣ1-10アルキル基で置換され、任意には１以上のＣＨ2又はＣ
Ｈ部分が酸素又は窒素原子で置き換えられ、任意にはオキソ、ヒドロキシル、アミノ又は
カルボキシル誘導体並びにオキソ置換硫黄及びリン原子から選択される１以上の基で置換
された非イオン性の親水性部分を表す、請求項１乃至請求項６のいずれか１項記載の化合
物。
【請求項８】
　各Ｒ2が同一又は異なるものであって、アミド結合を介してヨウ素化フェニル基に結合
したポリヒドロキシＣ1-5アルキル、炭素原子数１～５のヒドロキシアルコキシアルキル
又は炭素原子数１～５のヒドロキシポリアルコキシアルキルである、請求項７記載の化合
物。
【請求項９】
　各Ｒ2が同一又は異なるものであって、以下の式の基から選択される、請求項１乃至請
求項８のいずれか１項記載の化合物。
－ＣＯＮＨ－ＣＨ2－ＣＨ2－ＯＨ、
－ＣＯＮＨ－ＣＨ2－ＣＨＯＨ－ＣＨ2－ＯＨ、
ＣＯＮ(ＣＨ3)ＣＨ2－ＣＨＯＨ－ＣＨ2ＯＨ、
－ＣＯＮＨ－ＣＨ－(ＣＨ2－ＯＨ)2、
－ＣＯＮ－(ＣＨ2－ＣＨ2－ＯＨ)2、
－ＣＯＮ－(ＣＨ2－ＣＨＯＨ－ＣＨ2－ＯＨ)2、
－ＣＯＮＨ2、
－ＣＯＮＨＣＨ3、
－ＣＯＮ(ＣＨ2－ＣＨＯＨ－ＣＨ2－ＯＨ)(ＣＨ2－ＣＨ2－ＯＨ)、
－ＣＯＮＨ－Ｃ(ＣＨ2－ＯＨ)3、
－ＣＯＮＨ－ＣＨ(ＣＨ2－ＯＨ)(ＣＨＯＨ－ＣＨ2－ＯＨ)、
－ＣＯＮＨ－ＣＨ(ＣＨ2－ＯＨ)(ＣＨＯＨ－ＣＨ2－ＯＨ)、及び
－モルホリン－４－カルボニル。
【請求項１０】
　各Ｒ2が同一又は異なるものであって、式－ＣＯＮＨ－ＣＨ2－ＣＨＯＨ－ＣＨ2－ＯＨ
及び－ＣＯＮ－(ＣＨ2－ＣＨＯＨ－ＣＨ2－ＯＨ)2の基から選択される、請求項９記載の
化合物。
【請求項１１】
　以下の式（ＩＩａ）、（ＩＩｂ）及び（ＩＩｃ）のいずれかを有する、請求項１乃至請
求項１０のいずれか１項記載の化合物。
　　Ｒ─ＮＨ─ＣＯ─Ｎ（Ｒ3）─Ｘ─Ｎ（Ｒ3）─ＣＯ─ＮＨ─Ｒ　　　（ＩＩａ）
　　Ｒ─ＮＨ─ＣＯ─Ｏ─Ｘ─Ｏ─ＣＯ─ＮＨ─Ｒ　　　　　　　　　　（ＩＩｂ）
　　Ｒ─ＮＨ─ＣＯ─Ｏ─Ｘ─Ｎ（Ｒ3）─ＣＯ─ＮＨ─Ｒ             （ＩＩｃ）
（式中、Ｒ、Ｒ3及びＸの各々は請求項１乃至請求項１０のいずれか１項で定義した通り
である。）
【請求項１２】
　各Ｒ基が同一であり、すべてのＲ2基がアミド結合によってヨウ素化フェニル部分に結
合された非イオン性の親水性部分を表し、Ｘが炭素原子数２～５の直鎖アルキレン基或い
はヒドロキシル置換基が窒素官能基に隣接しない位置にある直鎖又は枝分れモノヒドロキ
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シル化アルキレン基を表す、請求項１１記載の化合物。
【請求項１３】
　以下のいずれかの化合物である、請求項１乃至請求項１２のいずれか１項記載の化合物
。
１，３－ビス［Ｎ，Ｎ’－ビス（２，３－ジヒドロキシプロピル）－２，４，６－トリヨ
ード－５－ウレイドイソフタルアミド］－２－ヒドロキシプロパン、
１，３－ビス［Ｎ，Ｎ’－ビス（２，３－ジヒドロキシプロピル）－２，４，６－トリヨ
ード－５－（メチルウレイド）イソフタルアミド］エチレン、
１，３－ビス［Ｎ，Ｎ’－ビス（４－モルホリノ）－２，４，６－トリヨード－５－ウレ
イドイソフタルアミド］－２－ヒドロキシプロパン、
１，３－ビス［ビス－Ｎ，Ｎ’－メチル－Ｎ，Ｎ’－ビス（２，３－ジヒドロキシプロピ
ル）－２，４，６－トリヨード－５－ウレイドイソフタルアミド］－２－ヒドロキシプロ
パン、
１，３－ビス［Ｎ，Ｎ，Ｎ’，Ｎ’－テトラキス（２，３－ジヒドロキシプロピル）－２
，４，６－トリヨード－５－ウレイドイソフタルアミド］－２－ヒドロキシプロパン、
１，３－ビス［Ｎ，Ｎ’－ビス（２，３－ジヒドロキシプロピル）－２，４，６－トリヨ
ード－５－カルバミドイソフタルアミド］－２－メチル－２－ヒドロキシメチルプロパン
、
｛３，５－ビス［ビス（２，３－ジヒドロキシプロピル）カルバモイル］－２，４，６－
トリヨードフェニル｝カルバミン酸２－｛３，５－ビス［ビス（２，３－ジヒドロキシプ
ロピル）カルバモイル］－２，４，６－トリヨードフェニルカルバモイルオキシ｝エチル
エステル、
｛３，５－ビス［ビス（２，３－ジヒドロキシプロピル）カルバモイル］－２，４，６－
トリヨードフェニル｝カルバミン酸３，５－ビス｛３－［ビス（２，３－ジヒドロキシプ
ロピル）カルバモイル］－２，４，６－トリヨードフェニルカルバモイルオキシ｝プロピ
ルエステル、
［３，５－ビス（２，３－ジヒドロキシプロピルカルバモイル）－２，４，６－トリヨー
ドフェニル］カルバミン酸２－［３，５－ビス（２，３－ジヒドロキシプロピルカルバモ
イル）－２，４，６－トリヨードフェニルカルバモイルオキシ］エチルエステル、
［３，５－ビス（２，３－ジヒドロキシプロピルカルバモイル）－２，４，６－トリヨー
ドフェニル］カルバミン酸３－［３，５－ビス（２，３－ジヒドロキシプロピルカルバモ
イル）－２，４，６－トリヨードフェニルカルバモイルオキシ］プロピルエステル、
［３，５－ビス（２，３－ジヒドロキシプロピルカルバモイル）－２，４，６－トリヨー
ドフェニル］カルバミン酸３－［３，５－ビス（２，３－ジヒドロキシプロピルカルバモ
イル）－２，４，６－トリヨードフェニルカルバモイルオキシ］－２－ヒドロキシプロピ
ルエステル、
［３，５－ビス（２，３－ジヒドロキシプロピルカルバモイル）－２，４，６－トリヨー
ドフェニル］カルバミン酸３－［３，５－ビス（２，３－ジヒドロキシプロピルカルバモ
イル）－２，４，６－トリヨードフェニルカルバモイルオキシ］－２－ヒドロキシメチル
プロピルエステル、
｛３，５－ビス［ビス（２，３－ジヒドロキシプロピル）カルバモイル］－２，４，６－
トリヨードフェニル｝カルバミン酸３－｛３，５－ビス［ビス（２，３－ジヒドロキシプ
ロピル）カルバモイル］－２，４，６－トリヨードフェニルカルバモイルオキシ｝プロピ
ルエステル、及び
｛３－［ビス（２，３－ジヒドロキシプロピル）カルバモイル］－２，４，６－トリヨー
ドフェニル｝カルバミン酸３，５－ビス（３－｛３，５－ビス［ビス（２，３－ジヒドロ
キシプロピル）カルバモイル］－２，４，６－トリヨードフェニル｝ウレイド）－２－ヒ
ドロキシプロピルエステル。
【請求項１４】
　請求項１乃至請求項１３のいずれか１項記載の式（Ｉ）の化合物を薬学的に許容される
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キャリヤー又は賦形剤と共に含んでなるＸ線診断用組成物。
【請求項１５】
　請求項１乃至請求項１３のいずれか１項記載の式（Ｉ）の化合物を含む診断用組成物の
、Ｘ線造影検査における使用。
【請求項１６】
　Ｘ線造影剤として使用するための診断用組成物の製造における、請求項１乃至請求項１
３のいずれか１項記載の式（Ｉ）の化合物の使用。
【請求項１７】
　イメージング方法、特にＸ線イメージング方法であって、請求項１乃至請求項１３のい
ずれか１項記載の式（Ｉ）の化合物をヒト又は動物の身体に投与する段階、診断装置で身
体を検査する段階、検査からのデータをコンパイルする段階、及び任意にはデータを解析
する段階を含んでなるイメージング方法。
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